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a

「最期まで手を尽くすのは医療の責務。その先、家族に会えないまま荼毘（だび）に付されるのは人間
の尊厳に関わる人道の領域として、立ち向かわなくてはならない」。武蔵野赤十字病院では、防護服に在
庫の不安があっても、お見送りの際に家族に防護服を提供してお別れの機会を設けた。



b

知的障がいを抱える入居者50人が共同で暮らす社会福祉施設に救護班を派遣し、施設を３つのゾーンに
区分けした上で、新型コロナウイルスに感染した入居者の診療及び食事の介助等を行った。
� （北海道　北見赤十字病院）

医療用ガウンやフェースガード、N95マスクや手袋で新型コロナウイルスへの感染を防ぎながら、患者
のケアや食事の配膳、リネン類の交換作業までこなす看護師。� （東京都　武蔵野赤十字病院）



c

令和２年７月、九州で記録的な大雨が降り、熊本県南部の人吉市や球磨村などでは河川の氾濫や土砂災
害が多発、気象庁は熊本県で初めて「大雨特別警報」を発表した。救護班員はマスクを着用、消毒薬を携
行し手指のみならず、使用する資機材や車両も入念に消毒する等の感染防止対策を講じながらの救護活動
となった。� （熊本県　福岡県赤十字救護班）

新型コロナウイルスの感染が拡大する中で初めての大規模災害となった熊本豪雨。被災者を支援する行
政職員等の中にも被災者はおり、彼らのストレスは限界に達していた。�（熊本県　熊本県赤十字救護班）



d

救命救急センター　HCUの病室で、人工呼吸器をつけたコロナ重症患者をケアする看護師。世界がコ
ロナ禍に見舞われて１年あまりが経過していた当初も人手不足は深刻だった。
� （東京都　武蔵野赤十字病院）

コロナウイルスの感染で苦しむ患者の命を支えるHCUの看護師たち。コロナ病棟を仕切る壁にあった
「明けない夜はない」の言葉が印象的だったが、人手不足の中、感染の危険を冒しながら、多くの医療従
事者が使命を感じながら奮闘していたことも記憶しておきたい。



e

感染拡大により病床がひっ迫していた大阪で、重症患者を専門に受け入れるために臨時につくられた医
療施設「大阪コロナ重症センター」。全国の赤十字病院から派遣された看護師のほとんどは、自ら志願し
て同センターに集っていた。

大阪コロナ重症センターと自宅や宿舎を往復する単調な日々だったはずだが、看護師たちの働くモチ
ベーションは高かった。むしろ、患者のために、と一生懸命頑張りすぎて“燃え尽き症候群”にならないよ
うに、心身の状態を共に働くもの同士でケアする必要があった。



f

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行した後のコロナ病棟。この時、同感染症の入院患者は１
人だった。しかし、新型コロナウイルス感染症の終わりはまだ見えない。新たな患者を受け入れるために
ベッドは常に確保しておかなければならない。� （東京都　武蔵野赤十字病院）

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、イベントの中止や延期のほか、企業の在宅勤務などの感染防止
措置が強化され、予定していた献血の実施が難しくなっていった。
献血会場等における感染予防の徹底やホームページや報道機関を通じて献血協力の呼びかけを行い、必

要血液量を安定的に確保することができた。� （東京都赤十字血液センター　東京八重洲献血ルーム）
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発刊に寄せて

� 日本赤十字社　社長
� 清　家　　　篤

「新型コロナウイルス」は日本を含む世界中で猛威をふるい、数えきれないほどの人々の尊い命
を奪ったのみならず、また感染拡大防止のための様々な社会的・経済的な制限によってもたらされ
た直接的・間接的影響も計り知れません。
そして感染症法上の分類が２類から５類に移行した現在も、感染拡大の脅威が消滅したわけでは

なく、医療や福祉の現場などでは継続した対応を求められています。

日本赤十字社が最初に感染症の治療と予防に取り組んだのは、前身の博愛社として活動を開始し
た、西南戦争（1877年）の救護所におけるコレラ対応でした。その後も、結核の予防と撲滅、関東
大震災下や戦時下での感染症や、パンデミックということで言えば１世紀前のスペイン風邪への対
応など、感染症への対応は、日本赤十字社にとって決して初めてのものではありませんでした。
しかしグローバル化した現代におけるパンデミックへの対応ということでは未曽有の事態であ

り、当初は試行錯誤の中で、最前線で対応に従事した職員は感染の不安や社会的な差別などにもさ
らされながら、「人間のいのちと健康、尊厳を守る」という赤十字の使命を果たすべく、全国のボ
ランティアとも一丸となって、それぞれの場所と立場から、全力で対応に努めてきました。

これらの活動においては多くの課題に直面した一方で、これまでに日本赤十字社が取り組んで来
た海外救援の経験を国内の対応に活かし、また医療・血液事業を通じた対応のみならず、感染症の
もたらす不安や差別などの心理・社会的側面を含めた影響を見据えた啓発活動なども行ってきまし
た。
このように、新型コロナウイルス感染症のもたらした様々な直接的・間接的課題を解決するため

に、これまでの経験を活かし、その総力を挙げて応えてきたことは、日本赤十字社にとって多くの
学びももたらしました。

いまだ混沌とするウクライナ紛争をはじめとする世界情勢や、あるいは気候変動のもたらす自然
災害の広域化・激甚化、日本国内の様々な社会的課題など、国内外で人道ニーズが高まる中で、今
般の経験と教訓を記録・検証することで、将来起こりうる新興・再興感染症への備えを強化するこ
とはもとより、今後また新たな事態に直面しても、赤十字の使命を遂行し続けることのできる組織
力をさらに向上させる一助にしなければならないと考えております。

日本全国で、本感染症への対応のために奔走、奮闘された医療従事者をはじめとするすべての
方々、また日本赤十字社の活動を様々な形でご支援いただいた皆さまに改めて深い敬意と謝意を表
し、発刊のご挨拶に代えさせていただきます。

令和５年９月
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新型コロナウイルス感染症
の感染拡大の状況及び対応
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2

新型コロナウイルス感染症の
感染拡大の状況及び対応

１．新型コロナウイルス感染症とそれに関する対策等の特徴
令和元年12月31日に世界保健機関（World Health Organization以下「WHO」）中国事務所

に通知があった原因不明の肺炎は、後に、新型コロナウイルス（SARS-CoV-２）が原因である
ことが判明した。このウイルスは急速に世界の国々へ拡大して全世界で多くの感染者を出した。
このウイルスによる感染症は、感染症法上、新型コロナウイルス感染症と呼ばれることとなっ
た。
新型コロナウイルス感染症には以下の特徴がみられた。

■	 類似のウイルスより感染力の強いウイルス性の呼吸器疾患
コロナウイルスは、風邪の病原体として人類に広く蔓延している４種類と、動物から感染

した重症肺炎ウイルス２種類（SARS-CoV、MERS-CoV）が知られていた。新型コロナウ
イルス（SARS-CoV-２）は、令和元年12月に中国湖北省武漢市で発見され、全世界に感染拡
大した。WHOは、令和２年２月11日、新型コロナウイルス感染症の正式名称をCOVID-19
（coronavirus disease 19）とすると発表した。
新型コロナウイルス感染症について、当初はその特徴や感染経路、重篤度、対処法・治療法

が不明であり、初期の対応としては物理的な隔離、ロックダウンといった感染の封じ込めに頼
るしかなかった。標準的な治療法・対処法の確立には、実地臨床でのエビデンスが積み上がる
まで時間を要した。
新型コロナウイルス感染症はSARSやMERSと異なり、無症状病原体保有者からも感染す

る、ヒトとの接触が密でない場合にも感染するといった特徴があった。このため、SARSや
MERSの感染は、主に家庭内や医療施設、介護施設等の限定的な空間での広がりであったた
め、地域での封じ込めができたのに対して、新型コロナウイルスは、世界が危機を認識し有効
な対処法の認識とそれに基づく各国・地域社会・人々の対応が定着するまでの間に、人の移動
や社会活動とともに全世界的に拡大した。
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SARS-CoV、MERS-CoV、SARS-CoV-２の概要

SARS MERS 新型コロナウイルス感染症
（アルファ株の例）

病原体 SARS-CoV MERS-CoV SARS-CoV-２

感染経路 飛沫及び接触（糞口）感染
が主体とされる

咳などによる飛沫感染や接
触感染

感染者（無症状病原体保有
者を含む）から咳、くしゃ
み、会話などの際に排出さ
れるウイルスを含んだ飛
沫・エアロゾル（飛沫より
更に小さな水分を含んだ状
態の粒子）の吸入

潜伏期 ２～10日
平均５日

２～14日
中央値は５日程度

１～14日
中央値は2.9日

感染可能期間 発症10日目前後をピークと
し、発症第２週の間 （不明） 発症２日前から発症後７～

10日間程度

臨床症状・�
徴候

発症第１週に発熱、悪寒戦
慄、筋肉痛など、突然のイ
ンフルエンザ様の前駆症状
で発症。発病第２週には非
定型肺炎へ進行し、咳嗽
（初期には乾性）、呼吸困
難がみられる。

発熱、咳嗽等から始まり、
急速に肺炎を発症し、しば
しば呼吸管理が必要とな
る。下痢などの消化器症状
のほか、多臓器不全（特に
腎不全）や敗血性ショック
を伴う場合もある。

多くの患者は発症から１週
間程度で治癒に向かうが、
一部の患者では感染は下気
道まで進展すると考えられ
る。さらに、急性呼吸窮迫
症候群（ARDS）に至る患
者もある。合併症では血栓
塞栓症がCOVID-19の特
徴の一つと考えられ、死因
ともなりうる。

発症者の約80％はその後軽
快、約20％が集中治療を必
要とする。

無症状例から急性呼吸窮迫
症候群（ARDS）を来す重
症例まである。
報告されたMERS-CoV患
者の致死率は約35％1。

感染後無症状のまま経過す
る者の割合は、複数のメタ
アナリシスによると20～
40％と考えられる。

医療施設、介護施設などヒ
ト−ヒトの接触が密な場合
に、集団発生の可能性が高
い。
ヒトで感染源となるのは有
症者だけで、現在までのと
ころ発症前の患者が感染源
となったという報告は確認
されていない。

ヒトコブラクダがMERSコ
ロナウイルスを保有してお
り、ヒトコブラクダとの濃
厚接触が感染リスクである
と考えられている。
一方、家族間、感染対策が
不十分な医療機関などにお
ける限定的なヒト－ヒト感
染も報告されている。

ヒト－ヒト感染によって流
行が世界的に広がってい
る。

※	 SARSの情報は、国立感染症研究所「SARS（重症急性呼吸器症候群）とは」から引用。同サイトによると、
「SARSの起源、感染経路、病原性、不顕性感染の有無、病態生理、季節的流行の可能性など、依然として不
明な点が多い」とのこと

※	 MERSの情報は、特に記載のない限り、厚生労働省「中東呼吸器症候群（MERS）について」、厚生労働省「感
染症法に基づく医師及び獣医師の届出について　中東呼吸器症候群（MERS）」から引用。その他に外務省「中
東呼吸器症候群コロナウイルス（MERS-CoV）について（ファクトシート）」を引用

※	 新型コロナウイルス感染症の情報は、厚生労働省「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き
第8.1版」から引用

1	 外務省「中東呼吸器症候群コロナウイルス（MERS-CoV）について（ファクトシート）」
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■	 疾患の特徴を捉える上でのポイント
神奈川県立循環器呼吸器病センター所長の小倉高志医師は「COVID-19の病態・診断・治

療」の序文で、新型コロナウイルス感染症の知識を得るポイントとして、以下を挙げている。

①	 この狡猾で、医療体制の弱点をついてくるウイルスを理解すること
②	 緊急びまん性肺疾患の鑑別としてウイルス肺炎を挙げるべきである
③	 感染症と免疫の関係を理解することが大事である
④	 COVID-19においては、血管内皮細胞機能障害や微小血栓について理解することが大事

である
⑤	 診断の基本であるPCR検査や、疫学的調査に重要な抗体検査などの診断検査をどのよう

に使用するかを理解することが大事である
⑥	 胸部CTがこの診断に有効であるが、適応をしっかり見極める。また鑑別診断だけでな

く、重症化の予測に使用できるかもしれない
⑦	 COVID-19のARDS病態を理解したうえでの呼吸管理が大事である
⑧	 エビデンスが少ないなかでどのように治療するか
⑨	 感染対策をしっかり理解して、院内感染などによるクラスターを予防すること
⑩	 臨床試験などの成果を正しく理解すること
⑪	 ワクチンの基本を理解すること
⑫	 この疾患の研究、臨床共に多職種的なアプローチが重要である。またあふれる情報をどの

ように理解するかは大事である
⑬	 COVID-19の発生については地域差があり、医療資源も異なるので、その地域ごとに医

療対策は異なる
⑭	 いままでの臨床や研究のネットワークが有用であった

※	 各項目の説明文は引用を省略している
※	 PCR（Polymerase Chain Reaction：ポリメラーゼ連鎖反応）検査、以下「PCR検査」
（出所）小倉高志「COVID-19の病態・診断・治療」医学書院、2020年１月15日序文より項目のみ抜粋、引用

■	 治療薬の変遷
当初、新型コロナウイルス感染症に対して明らかに有効な治療薬はなかった。そのため臨床

の現場では、国内で薬事承認をされている薬剤の適応外使用か、治験・臨床研究の枠組みで、
薬剤を使用した。
薬剤として、抗ウイルス薬や中和抗体薬、免疫抑制・調整薬、抗凝固薬が用いられた。薬剤

は、患者の重症度や常用薬、妊娠の可能性の有無などによって選択された。中和抗体薬は、変
異株の出現によって、有効性が減弱する場合があった。
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COVID-19患者に対する治療薬の変遷

（出所）厚生労働省ウェブサイト「データからわかる−新型コロナウイルス感染症情報−」より作成

重症度別マネジメントのまとめ

（出所）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症COVID-19診療の手引き第7.1版」2022年より引用

（参考）COVID-19患者に対する治療薬の変遷

ソトロビマブカシリビマブ/イムデビマブ中和抗体薬

第６波第5波第4波第3波第2波第1波

レムデシビル抗ウイルス薬

モルヌピラビル経口抗ウイルス薬

デルタ株 BA.2

重症化因子を有する軽症～中等症I 患者

アルファ株

ファビピラビル（アビガン）

★軽症患者の重症化予防

XE
主な変異株 オミクロン株

国
内
新
規
陽
性
者
数

（人）
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令和４年11月29日時点の、承認済みの新型コロナウイルス治療薬は以下のとおり。

承認済みの新型コロナウイルス治療薬（令和４年11月29日時点）
抗炎症薬

成分名 対象者 承認日

デキサメタゾン 重症感染症
令和２年７月17日（厚生労働省「新
型コロナウイルス感染症診療の手引
き」第2.2版掲載）

バリシチニブ 中等症Ⅱ～重症
（回復までの期間を１日短縮） 令和３年４月23日（通常承認）

トシリズマブ 中等症Ⅱ～重症
（死亡率を減少） 令和４年１月21日（通常承認）

抗ウイルス薬

成分名 対象者 承認日

レムデシビル

軽症～重症
（�肺炎患者の回復までの期間を５日

短縮）
（軽症者の入院・死亡を87％減少）

令和２年５月７日（特例承認）
令和３年８月４日（中央社会保険医
療協議会総会で、薬価収載を決定）
令和３年10月18日（一般流通開始）

モルヌピラビル ハイリスクの軽症～中等症Ⅰ
（入院・死亡を30-50％減少）

令和３年12月24日（特例承認）
令和４年８月10日（中央社会保険医
療協議会総会で、薬価収載を決定）
令和４年９月16日（一般流通開始）

ニルマトレルビル・�
リトナビル

ハイリスクの軽症～中等症
（入院・死亡を89％減少） 令和４年２月10日（特例承認）

エンシトレルビルフマル酸
軽症～中等症
（�５症状の回復までの期間を１日短
縮）

令和４年11月22日（緊急承認）

中和抗体薬

成分名 対象者 承認日

カシリビマブ・�
イムデビマブ

ハイリスクの軽症～中等症Ⅰ
（入院・死亡を70％減少）
濃厚接触者の発症抑制
（発症の割合を32-81％減少）

令和３年７月19日（特例承認）
令和３年11月５日（特例承認）

ソトロビマブ ハイリスクの軽症～中等症
（入院・死亡を79-85％減少）Ⅰ 令和３年９月27日（特例承認）

チキサゲビマブ・�
シルガビマブ

ハイリスクの軽症～中等症Ⅰ
（重症化・死亡を50％減少）
免疫抑制患者等の曝露前発症抑制
（発症の割合を77％減少）

令和４年８月30日（特例承認）

（出所）厚生労働省「承認済みの新型コロナウイルス治療薬（令和４年11月29日現在）」及び、厚生労働省プレス
リリースより作成
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コロナ対応においては、緊急性を考慮して「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律」に基づいて特例承認あるいは緊急承認による治療薬の製造販売承認が行わ
れた。通常承認と、特例承認及び緊急承認の違いは以下のとおり。

通常承認と、特例承認及び緊急承認の違い

（出所）厚生労働省「緊急承認制度が施行されました」より引用

軽症から中等症Ⅰの患者に対する薬物療法の考え方

（出所）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症COVID-19診療の手引き第9.0版」2023年より引用
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変異株の抗ウイルス薬感受性評価

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の原因ウイルスである新型コロナウイルス
（SARS-CoV-２）には変異の蓄積が続いており、感染・伝播性の増加や抗原性の変化を起こ
した変異株の発生が認められる。2022年10月において日本国内の感染主流株であるオミクロン
BA.5系統はスパイク糖タンパク質に多くの変異を持ち、武漢株やそれまでの主流株であるオ
ミクロンBA.2系統と比較して感染伝播性の増加と中和抗体からの逃避が報告されている。

（中略）

変異株の抗ウイルス薬感受性評価
本邦では、COVID-19治療の目的で、上記の中和抗体薬に加えて各３種の抗炎症薬、抗ウ

イルス薬が承認されており、治療用の抗ウイルス薬として、レムデシビル、モルヌピラビル
およびニルマトレルビル／リトナビルが用いられている。レムデシビルは軽症～重症患者を、
モルヌピラビルおよびニルマトレルビル／リトナビルはハイリスクの軽症～中等症患者を対象
とする。これら抗ウイルス薬は、中和抗体とは異なり、これまでに報告されているオミクロン
BA.1、BA.2、BA.4、BA.5、BA2.75亜系統を含むいずれのSARS-CoV-２の変異株に対しても
同等の抗ウイルス効果を示すことが試験管内の実験から示唆されている。
レムデシビルは、エボラ出血熱の治療薬候補として米国ギリアド・サイエンシズ社により開

発されていた注射製剤であり、核酸アナログのプロドラッグである。RNAウイルス複製に必
要なRNA依存性RNAポリメラーゼを阻害することでCOVID-19に対しても効果を示すことが
期待され、特例承認された最初の治療薬である。モルヌピラビルは米国メルク社が開発した経
口薬であり、ウイルスRNAに取り込まれた後にRNA複製エラーを誘導し、抗ウイルス効果を
発揮する。動物実験で催奇形性が認められており、妊婦またはその可能性がある者への投与は
禁忌である。ニルマトレルビルは米国ファイザー社が開発した経口抗ウイルス薬であり、ウイ
ルス由来のメインプロテアーゼ（Mpro）を選択的に阻害してウイルスの増殖を抑制する。体
内の薬物濃度を維持する目的でリトナビルを同時に服用する。そのため、薬物相互作用の観点
から併用注意・禁忌の薬剤が多く、飲み合わせに十分な注意が必要である。

（出所）国立感染症研究所「変異株の中和抗体薬と抗ウイルス薬の感受性評価」（IASRVol.43 p279-280：2022年
12月号）より引用

■	 ウイルスの変異に対応した対策・対応の必要性
ウイルスは増殖や感染を繰り返すなかで変異することが知られていて、新型コロナウイルス

もその例外ではなかった。国立感染症研究所が新型コロナウイルスの変異株について迅速リス
ク評価を行って、「懸念される変異株（VOC）」、「注目すべき変異株（VOI）」、「監視下の変
異株（VUM）」に分類を行っている。

ウイルスの変異は以下の特徴があった
・	 ウイルスの変異によって感染力や重症化リスクが異なった
・	 再感染や、ワクチンの接種効果に変化がみられた
・	 変異が生じると急速にウイルスの置き換わりが生じた
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新型コロナウイルスの懸念される変異株（VOC）

（出所）厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部「新型コロナウイルス感染症（変異株）への対応」
令和４年３月15日新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード資料より引用

■	 特に初期において見られた諸外国の対策
新型コロナウイルス感染症の国内への流入と、国内での感染拡大を防ぐため、各国で様々な

政策がとられ、医療従事者やボランティアなどに期待される役割が異なった。
以下に主な対策を挙げる。

○中華人民共和国
「外部からの感染症の流入を防ぎ、内部での再発を防ぐ」原則のもと、「動態的ゼロコロ

ナ」（注：迅速な発見、介入、治療により市中感染を速やかに抑え込むこと）、「四つの早期」
（注：早期発見、早期報告、早期隔離及び早期治療）、「四者の責任」（注：属地、政府部門、
所属組織及び個人の責任）等の考え方に基づき、行動制限を含む各種の防疫措置が講じられて
きた。ワクチン接種等が進んだ状況下でもその方針は変わらなかった。

○英国
新型コロナウイルス感染症が確認された当初は、人々の活動と外出・移動を制限するロック

ダウンを実施して感染症の封じ込めを図った。早くからワクチン接種を新型コロナウイルス感
染症対策の中心に位置づけていて、世界に先駆けてワクチンを承認、接種を開始し、より多く
の国民が早くワクチン接種ができるように配分を実施した。

○イスラエル
ワクチン接種開始後、国民への接種を積極的に推し進め、令和３年１月時点で、世界最高の

ワクチン接種率となった。
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○ニュージーランド
国境封鎖を厳格に行って外部からのウイルスの侵入阻止に努めた一方で、一部の国との間で

のトラベル・バブルという形で制限の影響を緩和しようとする動きがみられた。ワクチン接種
が進んだ後は、これを重視して、入国する外国人全員にワクチン接種完了を義務付けた。世界
で新型コロナウイルス感染症が流行するなかで、各種制限の見直しを行った。

○スウェーデン
強制力を持った外出規制は実施されず、国民の自立性に依拠した対策が取られた。政府は感

染対策が与える影響を総合的に考慮することの重要性を当初から訴えていた。

○台湾
国境封鎖を厳格に行って外部からのウイルスの侵入阻止に努めた。国内では早期にITを使っ

た行動履歴の管理や物品管理、それに基づく感染対策を行った。その迅速なIT対応が注目さ
れた。

■	 日本における対策
○新型コロナウイルス感染症の法的な位置づけ
日本では、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に従って感染拡大

防止策がとられた。COVID-19については、政府が令和２年政令第11号によって指定感染症
に指定して対策が講じられた。同法律に基づいて、入院の勧告・措置や就業制限、積極的疫学
調査2の実施や医師の届出、健康状態の報告や外出自粛等の要請、無症状病原体保有者への適
用が行われた。
その後、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」等の改正（令和３年

２月13日施行）によって、「新型インフルエンザ等感染症」に「新型コロナウイルス感染症」
及び「再興型コロナウイルス感染症」が追加され、法的位置づけが「指定感染症」から「新型
インフルエンザ等感染症」に変更された。「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定
める等の政令の一部を改正する政令」（令和２年３月27日施行）によって、感染症法の枠組み
の中で、建物の立入制限や封鎖、外出自粛等の要請などの措置が可能となった。

2	 「積極的疫学調査には、感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするためのもの（感染源の推定・後ろ
向き積極的疫学調査）と感染症の発生予防のため、感染症の患者、疑似症患者、無症状病原体保有者、感染症
の所見がある者等を同定するためのもの（濃厚接触者等の同定・前向き積極的疫学調査）がある。特に感染の
連鎖を確認する濃厚接触者の把握は、その後の濃厚接触者の適切な管理（外出自粛要請等）により、患者から
の感染の連鎖を断ち切ることが可能となり、基本的な感染対策（３密の回避、人と人との距離の確保、マスク
の着用、手洗いなどの手指衛生、換気等）に加えて、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が国内で確
認されて以降の感染拡大防止対策の一つとして実施されてきた。」（出所）国立感染症研究所「新型コロナウイ
ルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領」令和３年11月29日版より引用
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感染症法に基づく主な措置の概要（政令による準用の有無）

（出所）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の感染症法の運用の見直しについて」令和２年９月24日より引用

○対策の推進・強化のための政令の改正
日本では、当初は感染症法上の罰則規定がなく初期の感染対策は国民に対する要請にとど

まったが、多くの国民、事業者はこれに従って外出自粛や休業に協力した。その後、「新型コ
ロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の一部を改正する政令」（令和２年３
月27日施行）によって、対策の推進を図るための改正が行われた。主な変更は以下のとおり。
	 まん延防止等重点措置の創設によって、地域ごとに飲食店等への営業時間の変更等の要

請が行えるようになった
	 宿泊療養・自宅療養の協力要請規定を新設した
	 以下の場合の過料または罰則規定を設けた

	 飲食店等が営業時間の変更等の要請に従わない場合に命令を出し、飲食店等が命令
に反した場合

	 入院措置に応じない場合、入院先から逃げた場合
	 積極的疫学調査に正当な理由がなく答弁をしないもしくは虚偽の答弁をした場合等

○法令に基づく基本的対処方針の発出
政府対策本部は、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に基づいて「基本的対処方

針」を定めた。基本的対処方針は、令和２年２月25日から令和５年２月10日までの間に48回決
定された。基本的対処方針では医療提供体制の強化、ワクチン接種の促進、治療薬の確保、感
染防止策等が示された。政府は基本的対処方針に基づいて、指定行政機関や都道府県及び指定
公共機関の実施する対策に関して総合調整を行った。
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基本的対処方針決定の日付・決定回数

年度 日付 回数

令和元年度 ２月25日、３月28日 ２

令和２年度 ４月７日、４月11日、４月16日、５月４日、５月14日、５月21日、５月25日、
１月７日、１月13日、２月２日、２月12日、２月26日、３月５日、３月18日 14

令和３年度

４月１日、４月９日、４月16日、４月23日、５月７日、５月14日、５月21日、
５月28日、６月10日、６月17日、７月８日、７月30日、８月５日、８月17日、
８月25日、９月９日、９月28日、11月19日、１月７日、１月19日、１月25日、
２月３日、２月10日、２月18日、３月４日、３月17日

26

令和４年度 ５月23日、７月15日、９月８日、11月25日、１月27日、２月10日 ６

■	 日本国内の医療提供体制
新型コロナウイルス感染症は、感染症法上、２類（新型インフルエンザ等感染症）相当に位

置付けられ、入院措置などの行政の強い関与の下、限られた医療機関による特別な対応が行わ
れた。政府によって行われた主な調整・支援は以下のとおり。
・　緊急包括支援交付金等による経営支援
・　病床の確保調整
・　診療報酬による医療体制強化

○感染症法上の位置づけ変更後の対応
令和５年３月10日、新型コロナウイルス感染症対策本部は「新型コロナウイルス感染症の感

染症法上の位置づけの変更に伴う医療提供体制及び公費支援の見直し等について」決定した。
この中で、位置づけ変更に伴う医療提供体制の見直し、高齢者施設等における対応、患者等に
対する公費支援の取り扱いが示された。また、オミクロン株と大きく病原性が異なる変異株の
出現などが生じた場合は、政令によって感染症法上の「指定感染症」に位置付けて対策を強化
すること、令和５年度の医療体制の状況等の検証を経て令和６年度診療報酬改定において、恒
常的な感染症対応への見直しを行う予定にあることなどが示された。

■	 国内で考慮されたリスク
○年齢や基礎疾患による重症化リスク
新型コロナウイルス感染症において、医療上の入院や酸素投与、集中治療が必要となるリス

ク（重症化リスク）として、高齢やいくつかの基礎疾患が確認されている。
厚生労働省「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き第8.1版」（令和４年

10月５日掲載）は、「高齢は最も重要な重症化リスク因子である。オミクロン株の流行におい
て、成人の全年齢群で重症化リスクが低下していると考えられるが、高齢者ほどリスクが大き
い点は変化していない。特に高齢かつ基礎疾患のある患者でリスクが大きい」とする。
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主な重症化のリスク因子

（出所）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き第8.1版」2022年より引用

ワクチン接種歴のない感染者における年代別重症化率

（出所）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き第8.1版」2022年より引用

○小児への感染
厚生労働省「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き第8.1版」では、新型

コロナウイルス感染症では、当初、成人に比べて小児の症例は少なく、感染しても発症しにく
い傾向があったが、変異株の出現とともに傾向が変化して、患者の低年齢化がみられるように
なったことが示されている。

■	 国民に呼び掛けられた行動
感染拡大防止のために、基本的感染対策とウイルスの除菌・消毒が国民、事業者に呼び掛け

られた。初期においては、この呼び掛けに対する感染症法上の罰則規定はなかったが、多くの
国民、事業者がこれに協力した。

○基本的感染対策
感染拡大を防止するために、身体的距離の確保、マスクの着用、手洗いが呼び掛けられた。
基本的感染対策に変更はないものの、感染対策が長期化するにつれて、身体的距離の確保や

マスクの着用の場面について、具体化と感染状況に合わせた見直しが進められた。

●新型コロナウイルス感染症（COVID-19）　診療の手引き・第 8.1 版 ●２ 臨床像

12

２. 重症化のリスク因子　　　　　　　                                  
　COVID-19 は自然に回復する患者も多いが，特定の属性や基礎疾患があると，医療上の入院，酸
素投与，集中治療が必要となるリスク（重症化リスク）が大きくなる．本項ではこれらの重症化リ
スク因子についてまとめた．一般にリスク因子の数が多いほど重症化リスクは大きくなると考えら
れている．ワクチン接種を適切に受けることは重症化リスクを低下させる有効な手段である．

【年齢・性別】
　高齢は最も重要な重症化リスク因子である．現在のオミクロン株の流行において，成人の全年齢
群で重症化リスクは低下していると考えられるが，高齢者ほどリスクが大きい点は変化していない．
特に高齢かつ後述する基礎疾患のある患者でリスクが大きい．

　また，複数のメタアナリシスによって，男性は女性に比べて重症化や死亡のリスクが高いことが
明らかにされている．オミクロン株の流行において，男女の死亡リスク差は小さくなったとする報
告もある．

表 6-2    検体採取時の個人防護具図 2-2   ワクチン接種歴のない感染者における年代別重症化率＊ワクチン接種歴のない感染者における年代別重症化率

0

5

10

15

20

25

10歳未満 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代以上

2021年7月～10月
（感染者23,785人）

2022年1月～2月
（感染者34,136人）

％

表 2-1    主な重症化のリスク因子

 ・65 歳以上の高齢者　           ・高血圧                         ・固形臓器移植後の免疫不全
 ・悪性腫瘍                      ・脂質異常症                   ・ 妊娠後半期
 ・慢性呼吸器疾患            ・心血管疾患　　　　　    ・免疫抑制・調節薬の使用　
      (COPD など )            ・脳血管疾患　　　　　    ・HIV 感染症  

 ・慢性腎臓病                             ・肥満（BMI 30 以上 )　  　  （特に CD4 <200/ μ L））         

 ・糖尿病                                    ・喫煙　　　　　　　　　　                                  

【基礎疾患】　
　2022 年 6 月 30 日現在，日本国内の事務連絡や届出などでは，一般に以下の項目が重症化
リスク因子としてあげられている．

＊重症化率：人工呼吸器，ECMO，ICU などで治療を受けた患者および死亡者の感染者に対する割合

・本データは感染者が療養または入院期間が終了した際のステータスまたは 2022 年５月 31 日時点でのステータスに基づき
  算出しており，重症化率・致死率を過小評価している可能性がある．
・感染者数は感染症法に基づく報告による新型コロナウイルス感染症の陽性者であり，無症候性病原体保有者を含むすべて
  の感染者を補足できておらず，重症化率・致死率を過大評価している可能性がある．
・表記の期間内に発生した新規感染者数とそのうちの重症数と死亡者数を単純に集計したものであり，ワクチン接種から検査
  までの期間や治療内容等の背景因子が異なることなどから，本データによりワクチン接種による予防効果が明らかになる
  ものではない．

・茨城県，広島県，石川県のデー
タ（第 70 回・80 回新型コロナウ
イルス感染症対策アドバイザリー
ボード資料）を元に作成
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基本的感染対策の呼び掛け

（出所）厚生労働省ウェブサイト「新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」の実践例を公表しました」
より引用
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○新型コロナウイルスの消毒・除菌方法
新型コロナウイルスへの感染を予防するため、ウイルスを減らして感染予防をすることが呼

び掛けられた。そのための具体的な方法として、①手や指などのウイルス対策、②モノに付着
したウイルス対策、③空気中のウイルス対策が呼び掛けられた3。

新型コロナウイルスの消毒・除菌方法として有効性が確かめられた内容

手や指などのウイルス対策 １．手洗い
２．アルコール（濃度70％以上95％以下のエタノール）

モノに付着したウイルス対策

１．熱水
２．塩素系漂白剤（次亜塩素酸ナトリウム）
３．洗剤（界面活性剤）
４．次亜塩素酸
５．アルコール（濃度70％以上95％以下のエタノール）
６．亜塩素酸水

空気中のウイルス対策 換気

（出所）厚生労働省ウェブサイト「新型コロナウイルスの消毒・除菌方法について」より作成

○感染症法上の位置づけ変更後の対応
令和５年５月８日から、５類感染症に変更されることを踏まえて、令和５年３月31日、厚生

労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部から都道府県以下各衛生主管部（局）にあて
て、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ変更後の基本的な感染対策の考え方
について（令和５年５月８日以降の取扱いに関する事前の情報提供）」が示された。
この中で、感染対策は「法律に基づき行政が様々な要請・関与をしていく仕組み」から「個

人の選択を尊重し、国民の皆様の自主的な取組をベースとしたもの」に変わる方針が示され
た。
この変更に伴って、専門家の提言等を踏まえた基本的感染対策（マスクの着用、手洗い等の

手指衛生、換気、『三つの密』の回避・人と人との距離の確保）について、改めて情報提供が
されたうえで、５月８日以降は個人や事業者が自主的に判断して実施することとされた。
また、政府が事業者に対して求めてきた対策としての、入場時の検温や、入口での消毒液の

設置、アクリル板やビニールシートなどの仕切りの設置については、対策の効果を改めて示し
たうえで、事業者が費用対効果や他の感染対策との重複・代替可能性を勘案して、実施の要否
を判断することとされた。一方で、医療機関や高齢者施設等における感染対策については、引
き続き国から提示・周知していくとされた。

■	 新型コロナウイルス感染症対策によって生じた社会的影響
国際赤十字・赤新月社連盟（以下「連盟」）の調査によって、新型コロナウイルス感染症禍

（以下「コロナ禍」）では「女性」、「移民や難民」、「都市部の人々」が社会的影響を受けやす
かったことが分かった。連盟の調査は38の赤十字社に対して行われたものだが、その調査結果
で示された結果は日本社会に当てはまる部分があった。

3	 厚生労働省ウェブサイト「新型コロナウイルスの消毒・除菌方法について」https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/syoudoku_00001.html
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コラム：パンデミック長期化による社会的・経済的影響への対応

連盟が38の赤十字社に実施したコロナ禍による社会的・経済的影響に係る調査報告書では、
新型コロナウイルス感染症の影響をより受けやすい女性に対する支援の拡充が指摘されていま
す。これは、男性に比べて女性はインフォーマルセクターや観光業に従事している場合が多い
ため失業率が高かったり、家庭内暴力・性暴力の被害に遭いやすいためです。特に新型コロナ
ウイルス感染症発生初期から現在まで、女性への暴力被害は世界各国で報告されており、ホッ
トラインによる相談が新型コロナウイルス感染症発生前の７倍に増えた例もあります。例えば
イタリア赤十字社では、暴力被害を受けた女性に対し、心理社会的支援に加え、食事や寝床を
提供し、コロナ禍でも安全な場所で生活できる支援を実施しています。また、エルサルバドル
赤十字社では、性暴力の被害を受けた女性に対し電話やショートメールで24時間連絡がとれる
支援を続けています。

移民や難民も、新型コロナウイルス感染症の影響による深刻なダメージを受けているグルー
プの一つです。こうした人々はコロナ以前から、その国の社会保障を受けにくい、正規雇用の
機会を得られないなど、不安定な環境での生活を余儀なくされてきましたが、コロナ禍により
さらなる苦境に立たされています。例えばコロンビアはベネズエラから約170万人の移民・難
民を受け入れていますが、その大多数が失業手当などの社会保障がないまま不安定な労働環境
に置かれており、コロナ禍により事態はさらに深刻化しています。このためコロンビア赤十字
社は、ベネズエラ人移民・難民のための特別なホットラインを設け、新型コロナウイルス感染
症の情報提供や健康面でのサポートの他、コロナ禍による不安や睡眠障害などメンタルヘルス
上の問題を抱える人々への心理社会的支援も実施しています。また、国内に360万人以上のシ
リア難民を抱えるトルコ赤新月社は、新型コロナウイルス感染症発生以前からトルコ全土でコ
ミュニティセンターを運営し、難民支援を行っています。コミュニティセンターでの支援対象
者のうち、無収入の人々は新型コロナウイルス感染症発生前は６％でしたが、コロナ禍により
その数が32％まで上昇したことから、トルコ赤新月社は連盟と共同でデビットカードでの資金
給付支援を実施し、人々のニーズに迅速に対応しています。

なお、支援を要する人々は女性や移民・難民だけではありません。今回の調査で、都市部の
人々は郊外の人々より新型コロナウイルス感染症の影響を受けやすいということもわかってい
ます。これまで一般に都市部の人々は社会保障へのアクセスが容易であり、災害時には郊外の
人々よりも回復力が高いとされていましたが、コロナ禍では人口の多い都市部に集中してロッ
クダウンなどの感染予防策が導入され、結果として都市部の人々の雇用や生活環境にも大きな
影響を与えました。つまり、これまでいわゆる「脆弱層」とされていなかった都市部の人々に
も、支援の目を向ける必要性が生じており、支援ニーズの動向は依然として予断を許さない状
況が続いています。

（出所）日本赤十字社　連盟報告書説明資料「連盟が38の赤十字社に実施したコロナ禍による社会的・経済的影
響に係る調査報告書」より引用
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２．パンデミックの推移（世界と日本の動き）
新型コロナウイルス（SARS-CoV-２）による、当時は原因不明の肺炎が令和元年12月に中国

で確認されてから、急速に世界に拡大して全世界で多くの感染者を出した。
WHO中国事務所が令和元年12月31日に通知を受け、令和２年１月30日には、WHOが緊急事

態（Public Health Emergency of International Concern：PHEIC）を宣言して、令和２年３
月11日は、パンデミックとみなせると表明をした。WHOに対する報告ベースで、全世界の累積
感染者数は62,201,169人、累積死亡者数は6,893,190人で、新規の感染者は増え続けている（令和
５年４月６日時点）。

令和元年12月から令和５年３月までの期間中の新型コロナウイルス感染症に関する主な出来事
は以下のとおり。

新型コロナウイルス感染症に関する主な出来事
凡例：●世界の動き、●日本における主な対応状況

発生段階 日時・出来事

海外発生期
　�令和元年12月～�

令和２年１月14日

●（令和元年12月31日）中国湖北省武漢市で検出された病因不明の肺炎の事例
についてWHO中国事務所に通知

国内発生早期
　�令和２年１月15日～�

令和２年４月６日

●（令和２年１月15日）武漢市からの帰国者で、日本で１例目となる感染例を
確認

●（令和２年１月23日）中国が武漢市を閉鎖
●（令和２年１月29日）チャーター機で武漢市から邦人等帰国［第１便］
●（令和２年１月30日）新型コロナウイルス感染症対策本部を設置。チャー

ター機で帰国［第２便］
●（令和２年１月30日）WHOが緊急事態を宣言
●（令和２年１月31日）チャーター機で帰国［第３便］
●（令和２年２月１日）新型コロナウイルスに関連した感染症を指定感染症と

することを決定。当面の間、14日以内に湖北省における滞在歴がある外国
人、湖北省発行の中国旅券を所持する外国人については、特段の事情がない
限り、症状の有無にかかわらず、その入国を拒否する運用を開始

●（令和２年２月３日）クルーズ船が横浜港に入港
●（令和２年２月５日）クルーズ船での検疫の実施と、健康観察の開始
●（令和２年２月７日）チャーター機で帰国［第４便］
●（令和２年２月７日）WHOが世界レベルでのマスクなどの個人用防護具、

人工呼吸器の不足について警鐘
●（令和２年２月14日）新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の設置
●（令和２年２月17日）チャーター機で帰国［第５便（終了）］
●（令和２年２月19日）クルーズ船の乗客について、検疫法第５条第１号に基

づいて上陸を許可、下船を開始
●（令和２年２月23日）イタリア首相府が、国内の一部の州に対して、移動・

行動の制限（域外との出入り禁止と、業務外の外出禁止）を行った
●（令和２年２月24日）新型コロナウイルス感染症対策専門家会議が会見で、

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針の具体化に向けた見解」を発表
●（令和２年２月27日）首相が全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支

援学校について、３月２日から春休みまで、臨時休校を行うよう要請
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発生段階 日時・出来事

●（令和２年３月１日）クルーズ船での全ての乗客・乗員の下船を完了
●（令和２年３月２日）武漢市から第５便のチャーター便で帰国した邦人のう

ち、宿泊施設に宿泊中の63人について、新型コロナウイルスにかかる検査の
結果、全員の陰性を確認

●（令和２年３月６日）医師が必要と判断した場合に、保健所を介さずに帰国
者・接触者外来等都道府県等が指定する医療機関でPCR検査が実施可能と
なる運用に変更

●（令和２年３月９日）イタリア首相府が、北部の一部地域を対象とした移
動・行動の制限規定を、３月10日からイタリア全土に拡大して実施すること
を発表。３月11日には、食料品や生活必需品の販売店等を除く全ての商業及
び小売り活動の休止を発表

●（令和２年３月10日）「新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正
する法律案」を国会に提出。改正案は３月13日の参議院本会議において可
決・成立。同法律によって、新型インフルエンザ等対策特別措置法の対象に
新型コロナウイルス感染症を時限的に追加。「国民生活安定緊急措置法施行
令の一部を改正する政令」を閣議決定、３月15日より、衛生マスクの転売行
為を禁止

●（令和２年３月11日）WHOが新型コロナウイルス感染症をパンデミック
（世界的な大流行）とみなせると表明

●（令和２年３月13日）米国大統領が国家緊急事態法に基づく国家非常事態を
宣言

●（令和２年３月15日）船内で14日間の健康観察期間が終了し２月19日から23
日にかけて順次下船した計1,011人への健康フォローアップを終了

●（令和２年３月19日）オーストラリアは、海外からの来訪者に全員14日間の
自主隔離を義務付け

●（令和２年３月23日）英国首相が実質的なロックダウンに移行する旨を宣言
●（令和２年３月25日）小池東京都知事が会見で、平日の在宅勤務と夜間の外

出自粛を要請
●（令和２年３月30日）小池東京都知事が会見で、東京都新型コロナウイルス

感染症対策本部会議の場における専門家からの報告を受けて、「３つの密」
を避ける行動を要請

国内感染期・小康期　令和２年４月７日以降

第１波
　�令和２年４月７日～�

令和２年５月25日

●（令和２年４月７日）特別措置法に基づいて、緊急事態を宣言。措置を実施
すべき期間を令和２年４月７日から５月６日までとした（後に延長され５月
25日に終了した）。

●（令和２年４月10日）世界的なN95マスクの需要の高まりと、供給不足を踏
まえて、厚生労働省が「N95マスクの例外的取扱いについて」の事務連絡を
発出

●（令和２年４月14日）厚生労働省が「サージカルマスク、長袖ガウン、ゴー
グル及びフェイスシールド、の例外的取扱いについて」の事務連絡を発出

●（令和２年５月４日）専門家会議から「新しい生活様式（人と身体的距離を
取ることによる接触を減らすこと、マスクをすること、手洗いをすること）」
の提言が示された。

●（令和２年５月５日）ニュージーランドが国境封鎖
●（令和２年５月11日）英国首相が感染状況に応じたロックダウンの緩和方策

を発表
●（令和２年５月22日）５月26日より、消毒等に使用されることが目的とされ

ているアルコール製品（医薬品、医薬部外品、その他）の転売行為を禁止
●（令和２年５月25日）緊急事態宣言の全国解除を決定
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発生段階 日時・出来事

＜小康期＞ ●（令和２年５月29日）新型コロナウイルス感染症の発生に関する国への報告
は、厚生労働省が運営する「新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支
援システム（HER-SYS）」に移行

第２波
　�令和２年８月３日～

令和２年９月15日

●（令和２年８月３日）東京都が、酒類の提供を行う飲食店、カラオケ店を対
象に、営業時間の短縮を要請（その後、期間が延長され令和２年９月15日ま
で続いた）

●（令和２年９月15日）日本がCOVAXファシリティ4の取り組みに参加する
契約書に署名

＜小康期＞ ●（令和２年10月29日）モデルナ社がワクチン開発に成功した場合、令和３年
第３四半期までに5000万回分の供給を受けることで合意

●（令和２年11月５日）英国首相が二度目のロックダウンの導入を宣言
●（令和２年12月８日）英国でワクチン接種を開始
●（令和２年12月10日）アストラゼネカ社がワクチン開発に成功した場合、

１億2000万回分の供給を受けることで合意
●（令和２年12月14日）米国でワクチン接種を開始
●（令和２年12月17日）「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種実施に関

する手引き（初版）」を、厚生労働省が提示
●（令和２年12月19日）イスラエルでワクチン接種を開始
●（令和２年12月19日）英国で地域ごとのロックダウンに移行

第３波
　�令和３年１月８日～

令和３年３月21日

●（令和２年１月４日）英国首相が全土を対象とした三度目のロックダウンの
導入を宣言

●（令和３年１月７日）緊急事態を宣言。措置を実施すべき期間を令和３年１
月８日から２月７日までとした（後に延長され３月21日に終了した）。

●（令和３年１月８日）新型コロナウイルス感染症対策分科会において示され
た優先順位に基づいて、医療従事者等への優先接種を行うための方針等を厚
生労働省が通知

●（令和３年１月18日）厚生労働省が「新型コロナウイルス感染症に係る予防
接種の実施に関する医療機関向け手引き（初版）」を公表

●（令和３年１月20日）ファイザー社がワクチン開発に成功した場合、令和３
年内に１億4400万回分の供給を受けることで合意

●（令和３年２月14日）日本でファイザー社製ワクチンを薬事承認
●（令和３年２月17日）医療従事者のうち、先行接種対象者へのワクチン接種

を開始
●（令和３年３月上旬）一般の医療従事者へのワクチン接種を開始

＜小康期＞ ●（令和３年４月12日）高齢者のワクチン優先接種開始
●（令和３年４月19日）オーストラリアとニュージーランド間で、トラベル・

バブルを形成。両国間の渡航では入国時隔離を撤廃

第４波
　�令和３年４月25日～

令和３年６月20日

アルファ株を中心とした流行
●（令和３年４月23日）緊急事態を宣言。措置を実施すべき期間を令和３年４

月25日から５月11日までとした（延長され、沖縄県では９月30日まで解除さ
れることなく続いた）

4	 COVAXファシリティとは、「Gaviワクチンアライアンス、CEPI（感染症流行対策イノベーション連合）及
びWHOが主導する、ワクチンを共同購入する仕組み。（i）高・中所得国が自ら資金を拠出し、自国用にワク
チンを購入する枠組みと、（ii）ドナー（国や団体等）からの拠出金により途上国へのワクチン供給を行う枠
組み（COVAX AMC）を組み合わせている。」（出所）厚生労働省資料
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発生段階 日時・出来事

●（令和３年５月14日）ファイザー社と、既存の契約に加えて、令和３年第
３四半期に5000万回分のワクチンの供給を受けることで合意

●（令和３年５月21日）日本でモデルナ社製ならびにアストロゼネカ社製のワ
クチンを薬事承認

●（令和３年５月24日）東京都と大阪府に、自衛隊大規模接種センターを開
設、新型コロナウイルスワクチンの接種を実施。同センターは、令和３年11
月30日まで開設された。その後、自衛隊大規模接種会場が開設され（東京都
では令和４年１月31日から令和５年３月25日まで、大阪府では令和４年２月
７日から令和５年３月25日まで）接種業務を遂行

●（令和３年６月１日）厚生労働省は、ワクチン接種対象者が12歳以上の者と
なったことに伴って、「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に
関する医療機関向け手引き（3.0版）」を改訂

●（令和３年６月３日）COVAXワクチン・サミットにおいて、日本政府は
3000万回分を目途に、COVAXファシリティを通じて新型コロナウイルス
ワクチンを各国・地域に供給することを発表、９月の国連総会で供与数目途
を合計6000万回分に引き上げることを表明

●（令和３年６月４日）台湾に対して、無償でワクチンを供与。その後、ベト
ナム、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ブルネイに対して、
合計2,466万回分のワクチンを直接供与（令和４年９月30日時点）

第５波
　�令和３年７月12日～

令和３年９月30日

デルタ株を中心とした流行
●（令和３年７月８日）沖縄県に対して行っていた緊急事態宣言に東京都を加

えて緊急事態の期間を延長。当初８月22日までとされたが後に延長され、９
月30日に終了した）

●（令和３年７月20日）モデルナ社と、既存の契約に加えて、令和４年初頭か
ら半年間で7500万回分のワクチンの供給を受けることで合意

●（令和３年７月23日）医療従事者等（約480万人）の先行・優先接種を完了
●（令和３年７月23日）第32回オリンピック競技大会（2020／東京）が開催

（開催期間：令和３年７月23日～８月８日）
●（令和３年８月24日）東京2020パラリンピック競技大会が開催（開催期間：

令和３年８月24日～９月５日）
●（令和３年９月６日）ノババックス社から技術移管を受けた武田薬品工業株

式会社がワクチン開発に成功した場合、令和４年初頭から概ね１年間で１億
5000万回分の供給を受けることで合意

＜小康期＞ ●（令和３年10月７日）ファイザー社と、既存の契約に加えて、令和４年１月
から１年間で１億2000万回分のワクチンの供給を受けることで合意

●（令和３年11月末）希望する全ての対象者への接種について、全人口比で
76.9％が２回接種を完了

●（令和３年12月24日）モデルナ社と、既存の契約に加えて、令和４年第１四
半期に追加で1800万回分のワクチンの供給を受けることで合意

第６波
　�令和４年１月９日～

令和４年３月21日

オミクロン株BA.1及びBA.2系統を中心とした流行
●（令和４年１月９日）まん延防止等重点措置を宣言。措置を実施すべき期間

を令和４年１月９日から１月31日までとした（後に延長され、３月21日に終
了した）

●（令和４年２月14日）ファイザー社と、既存の契約に加えて、令和４年第
１四半期に1000万回分のワクチンの追加供給を受けることで合意

●（令和４年２月21日）小児（５～11歳）に対するワクチン接種の機会提供を
開始

●（令和４年３月16日）オミクロン株の特徴を踏まえて、積極的疫学調査の実
施範囲を見直し
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発生段階 日時・出来事

＜小康期＞ ●（令和４年３月25日）モデルナ社と、既存の契約に加えて、令和４年下半期
に追加で7000万回分のワクチンの供給を受けることを合意。ファイザー社
と、令和４年下半期に7500万回分の追加供給を受けることで合意

●（令和４年５月５日）中国共産党の指導部が「ゼロコロナ政策」堅持の姿勢
を示す

●（令和４年５月23日）基本的対処方針で、マスク着用について着用場面を分
けた具体的な考え方を示す。24日には文科省が「学校生活における児童生徒
等のマスクの着用について」通達

第７波
　�令和４年７月６日～

令和４年８月30日

●（令和４年７月21日）沖縄県は、沖縄県医療非常事態宣言を発出。同日の直
近１週間合計の新規陽性者数（人口10万人当たり）は1749.56人、病床使用
率は71.5％。同宣言は９月29日まで続いた

●（令和４年７月22日）濃厚接触者の待機期間を７日間から５日間に短縮
●（令和４年７月27日）WHOは１週間あたりの新規感染者数で日本が世界最

多と報告。10月５日週報告までの間、状況が継続
●（令和４年８月２日）第７波の急激な拡大による医療機関のひっ迫状況をふ

まえて、医療４学会が救急外来、救急車の利用及び発熱外来受診の目安を示
し、「軽症者は受診を控えて」と声明

●（令和４年８月10日）厚生労働省調査で、新型コロナウイルスの自宅療養者
数が1,557,555人となり、過去最多

●（令和４年８月11日）アメリカ疾病予防管理センター（Centers for 
Disease Control and Prevention：CDC）は新型コロナウイルスの接触者
は症状がない場合は隔離不要とガイドラインを改訂

●（令和４年８月14日）８月８日～８月14日の「救急搬送困難事案5」が全国で
6,747件（うちコロナ疑い事案が2,836件）、第７波最多を記録

＜小康期＞ ●（令和４年９月２日）厚生労働省は、新型コロナウイルス感染症に係る発生
届の限定（緊急避難措置）を可能として、届出のあった４県（宮城県、茨城
県、鳥取県、佐賀県）で運用を開始

●（令和４年９月７日）新型コロナウイルスの療養期間について、症状有の場
合７日間、無症状の場合は５日間に見直し

●（令和４年９月14日）WHO事務局長が新型コロナウイルスのパンデミック
について「終結が視野に」と発言

●（令和４年９月16日）専門家会議が、インフルエンザとの同時流行の懸念を
表明

●（令和４年９月26日）感染者の全数届出の見直しを全国一律で適用
●（令和４年10月５日）オミクロン（BA・５）対応のワクチンを薬事承認
●（令和４年10月７日）「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律等の一部を改正する法律案」を閣議決定
●（令和４年10月21日）ワクチン３回目以降の接種間隔を５ヵ月から３ヵ月に

短縮
●（令和４年10月24日～）生後６か月から４歳までの乳児に対して、新型コロ

ナワクチンの接種機会提供を開始

第８波
　�令和４年11月30日～

令和５年１月24日

●（令和４年11月30日）新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード
で、厚生労働省が主体となって行った「献血時の検査用検体の残余血液を用
いた新型コロナウイルスの抗体保有率実態調査」の調査結果速報が提示され
た。抗体保有率は全体で26.5％（後に、都道府県、性別、年齢階級にてウェ
イトバックした値が、28.6％とされた）

5	 「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」かつ「現場滞在時間30分
以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁に報告があったものをいう。
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発生段階 日時・出来事

●（令和４年11月30日）ロイター通信によると、前週末に各都市でおきた新型
コロナウイルス感染に対する抗議活動を受けて、中国南部の主要都市である
広州と重慶が感染抑制のための規制を緩和

●（令和４年12月26日）中国国務院の共同防疫メカニズムが、新型コロナウイ
ルスの分類を変更。１月８日から入境後のPCR検査や集中隔離を廃止

●（令和５年１月14日）中国国務院の共同防疫メカニズムは記者会見の中で、
令和４年12月８日から令和５年１月12日までの間に、新型コロナウイルス感
染症の関連死亡例が59,938例、このうち、基礎疾患の上に新型コロナウイル
ス感染症に感染したことによる死亡が54,435例と公表

●（令和５年１月15日）１月９日～１月15日の「救急搬送困難事案」が全国で
8,161件（うち、コロナ疑い事案が2,340件）、第８波最多を記録

＜小康期＞ ●（令和５年１月27日）新型コロナウイルス感染症対策本部は新型コロナウイ
ルスの感染症法上の位置づけについて、２類相当から５類へ変更する事を決
定。これに伴って、新型コロナウイルス感染症対策本部等の廃止、特措法に
基づく措置の終了、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の
廃止を予定

●（令和５年１月27日）WHOは専門家による委員会を開催して、「国際的に
懸念される公衆衛生上の緊急事態」について、令和２年１月30日に出した緊
急事態を維持する事を決定

●（令和５年２月10日）バイデン米大統領は議会に対して、新型コロナウイル
スに関する国家非常事態宣言を５月11日に解除する予定と通知

●（令和５年３月10日）新型コロナ５類移行後の医療提供体制及び公費支援の
見直し等について発表

●（令和５年３月10日）米国ジョンズ・ホプキンス大学の新型コロナウイルス
特設サイトが、データの更新を終了。同サイトは令和２年１月22日から世界
の感染状況をまとめ、インターネットで発信

●（令和５年３月24日）厚生労働省が「第２回献血時の検査用検体の残余血液
を用いた新型コロナウイルスの抗体保有率実態調査」の調査結果速報を公
表。抗体保有率は全体で42.3％、令和４年11月の調査から増加

●（令和５年３月25日）自衛隊による新型コロナワクチンの大規模接種終了。
令和３年５月以降の接種回数は東京、大阪合わせて2,488,912回

●（令和５年３月31日）新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが「５
類」に移行したあとの感染対策について、基本的な考え方が示された

●（令和５年４月６日）WHOへの報告ベースで、感染者数累計762,201,169
人、うち、死者は6,893,190人

※	 感染拡大の周期（第１波～第６波）について、政府の発令した緊急事態宣言ならびにまん延防止等重点措置、
東京都が都下で酒類の提供を行う飲食店及びカラオケ店の営業時間の短縮要請を行った時期、の始期と終期で
期間を特定した。

※	 第２波は、東京都が都下で酒類の提供を行う飲食店及びカラオケ店の営業時間の短縮要請を行った時期を期間
とした。

※	 第４波は沖縄のみ、令和３年７月11日まで緊急事態宣言が発令されていた。
※	 第６波は、まん延防止等重点措置期間を対象とした。東京は令和４年３月22日より、リバウンド警戒期間に移

行した。
※	 第７波、第８波の期間の定義は、第117回（令和５年２月22日）新型コロナウイルス感染症対策アドバイザ

リーボート資料、資料３-８「オミクロン株による第８波における死亡者数の増加に関する考察」によった。

（出所）内閣官房「新型コロナウイルス感染症対策」、首相官邸「新型コロナワクチンの接種スケジュールについ
て」、東京都「東京都防災　新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」、他各種資料より作成
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感染の周期別、緊急事態宣言等が発出された都道府県

感染の周期 緊急事態宣言、まん延防止等重点措置等の対象地域

第１波
緊急事態宣言
　�令和２年４月７日～

令和２年５月25日

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県（４月７日発
出）
全都道府県（４月16日発出）
北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県（５
月14日発出）
北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県（５月21日発出）

第２波
東京都の独自措置
　�令和２年８月３日～

令和２年９月15日

東京都、酒類の提供を行う飲食店及びカラオケ店の営業時間の短縮要請（８月
３日～９月15日）

第３波
緊急事態宣言
　�令和３年１月８日～

令和３年３月21日

埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県（１月７日発出）
栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪
府、兵庫県及び福岡県（１月13日発出）
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫
県及び福岡県（２月２日発出）
埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県（２月26日発出）

第４波
緊急事態宣言
　�令和３年４月25日～

令和３年６月20日
※但し沖縄は令和３年

７月11日まで緊急事
態宣言が発令されて
いた

東京都、京都府、大阪府及び兵庫県（４月23日発出）
東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県（５月７日発出）
北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県及び福岡
県（５月14日発出）
北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県
及び沖縄県（５月21日発出）
北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県
及び沖縄県（５月28日発出）
沖縄県（６月17日発出）

第５波
緊急事態宣言
　�令和３年７月12日～

令和３年９月30日

東京都及び沖縄県（７月８日発出）
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府及び沖縄県（７月30日発出）
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、京都
府、大阪府、兵庫県、福岡県及び沖縄県（８月17日発出）
北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、岡
山県、広島県、福岡県及び沖縄県（８月25日発出）
北海道、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜
県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福
岡県及び沖縄県（９月９日発出）

第６波
　�令和４年１月９日～

令和４年３月21日

広島県、山口県及び沖縄県（１月７日発出）
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛知県、三重
県、広島県、山口県、香川県、長崎県、熊本県、宮崎県及び沖縄県（１月19
日）
北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、山口県、香川
県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県
（１月25日）
北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口
県、香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及
び沖縄県（２月３日発出）
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感染の周期 緊急事態宣言、まん延防止等重点措置等の対象地域

北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口
県、香川県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿
児島県及び沖縄県（２月10日発出）
北海道、青森県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、
京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、岡山県、広島県、香川県、高知県、福岡
県、佐賀県、長崎県、熊本県、宮崎県及び鹿児島県（２月18日発出）
北海道、青森県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、香川県及び
熊本県（３月４日発出）

※	 第７波、第８波では、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の適用はなし

（出所）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策ウェブサイト、東京都新型コロナウイルス感染症対策本部「新
型コロナウイルス感染症対策に係る東京都の取組」令和４年５月20日より作成
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３．日本赤十字社の対応
日本赤十字社は、「日本赤十字社新型インフルエンザ等対策業務計画」に基づいて、新型コロ

ナウイルス感染症に関する全社横断的な情報共有と対策検討の場として、新型コロナウイルス感
染症対策本部及び新型インフルエンザ等対策委員会（後に新型コロナウイルス感染症対策委員会
と改称）を設置した。

日本赤十字社新型インフルエンザ等対策業務計画に規定された	
新型インフルエンザ等対策本部及び新型インフルエンザ等対策委員会の活動内容

発生段階 活動内容

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
本
部

未発生期 －

海外発生期 政府対策本部の対応状況等について確認するとともに、基本的対処方針（特措法
第18条）に基づく日本赤十字社の対処方針を全支部・施設に指示する

国内発生早期 対処方針、対策等を決定し、本社及び支部・施設間の連携を強化し、全社一体と
なった対策を推進する

国内感染期 対処方針、対策等を見直し、改めて全支部・施設に指示する

小康期 対処方針、対策等を見直し、改めて全支部・施設に指示する

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
委
員
会

未発生期 初動対応体制の確立や発生時に備えた事業継続計画の策定及びこれら対策の必要
に応じた見直しを行う

海外発生期 情報の集約・共有・分析を行うとともに、日本赤十字社の初動対処方針について
協議・決定する

国内発生早期 －

国内感染期 －

小康期 各段階における対策に関する評価、見直しに関する意見を聴く

※	 感染症対策本部は、厚生労働大臣が、感染症法の規定に基づいて新型インフルエンザ等が発生したと認めた旨
を公表し、内閣総理大臣が特措法の規定によって、政府対策本部を設置したときに、社長が設置する。また、
社長は、特措法の規定によって政府対策本部が廃止されたときは、遅滞なく本社対策本部会議を開催し、本社
対策本部を廃止する

（出所）日本赤十字社「新型インフルエンザ等対策業務計画」より作成
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発生段階の定義は以下のとおり。

発生段階

発生段階 状態

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した状態

国内発生早期

国内のいずれかの都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、全ての
患者の接触歴を疫学調査で追える状態。各都道府県においては、以下のいずれかの発
生段階。
・地域未発生期（各都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生していない状態）
・地域発生早期（各都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、全て

の患者の接触歴を疫学調査で追える状態）

国内感染期

国内のいずれかの都道府県で、新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追
えなくなった状態。各都道府県においては、以下のいずれかの発生段階。
・地域未発生期（各都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生していない状態）
・地域発生早期（各都道府県で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、全て

の患者の接触歴を疫学調査で追える状態）
・地域感染期（各都道府県で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追え

なくなった状態）※感染拡大～まん延～患者の減少

小康期 新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態

（出所）日本赤十字社「新型インフルエンザ等対策業務計画」より引用

新型コロナウイルス感染症対策本部及び新型インフルエンザ等対策委員会（新型コロナウイル
ス感染症対策委員会）の開催時期・回数は、以下のとおり。下記以降の情報共有及び業務の意思
決定は、執行会議など通常の会議体で行われた。

開催時期・回数
新型コロナウイルス感染症対策本部 令和２年２月３日～令和２年２月28日の間に４回開催
新型インフルエンザ等対策委員会
（新型コロナウイルス感染症対策委員会） 令和２年１月28日～令和２年４月22日の間に14回開催

新型コロナウイルス感染症対策における感染症対策本部及び感染症対策委員会の開催実績

感染症対策本部 感染症対策委員会

令和２年１月 － １月28日　　１月30日

令和２年２月 ２月３日　　２月14日
２月25日　　２月28日

２月６日　　２月10日
２月12日　　２月18日
２月21日　　　　　　

令和２年３月 － ３月６日　　３月11日
３月18日　　３月25日

令和２年４月 － ４月１日　　４月15日
４月22日　　　　　　

※	 感染症対策委員会の名称は、当初「日本赤十字社新型インフルエンザ等対策委員会」で立ち上がり、第３回よ
り、「日本赤十字社新型コロナウイルス感染症対策委員会」と改称した。
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日本赤十字社新型コロナウイルス感染症対策本部の構成員は以下のとおり。事務局は本社事業
局救護・福祉部救護課が務めた。

日本赤十字社新型コロナウイルス感染症対策本部　構成員

No. 部署・職名 氏名

１ 社長 大塚　義治

２ 副社長 富田　博樹

３ 総務局長 服部　亮市

４ 事業局長兼救護・福祉部長 堀　乙彦

５ 医療事業推進本部長 宮原　保之

６ 血液事業本部長 髙橋　孝喜

７ 広報室長 喜多　徹

８ 総務局 副局長 大西　雅彦

９ 　〃 総務企画部長 飯嶋　喜史

10 　〃 人事部長 古橋　智男

11 　〃 財政部長 西島　秀一

12 事業局 パートナーシップ推進部長 大野　博敬

13 　〃 救護・福祉部参事監 軽部　真和

14 　〃 国際部長 田中　康夫

15 監査室長 脇本　潤一

16 医療事業推進本部　総括副本部長 矢野　真

17 　〃　　　　　　　副本部長（経営企画部長） 永福　勝之

18 　〃　　　　　　　副本部長（看護部長） 弘川　摩子

19 血液事業本部　　　総括副本部長 中西　英夫

20 　〃　　　　　　　副本部長 千葉　広一

21 　〃　　　　　　　経営企画部長 村井　利文

（令和２年２月28日時点）
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日本赤十字社新型コロナウイルス感染症対策委員会の構成員は以下のとおり。事務局は本社事
業局救護・福祉部が務めた。

日本赤十字社新型インフルエンザ等対策委員会　委員一覧

部署 職名 氏名 総括課長

広報室 広報課長 塚原　二朗 ○

総務局

総務企画部 企画統括課長 大屋　貴光 ○

人事部 人事企画課長 島宗　国和 ○

財政部 会計課長 唐澤　祐一 ○

事業局

パートナーシップ推進部 事業企画課長 熊崎　哲 ○

救護・福祉部 福祉課長 神長　和美

国際部 企画課長 大山　啓都 ○

監査室 監査企画課長 鈴木　正純 ○

医療事業推進本部

経営企画部 経営企画課長 内田　一彦 ○

病院支援部　医療課 感染対策係長 福田　真弓

病院支援部　医療課 主査 小口　正義

看護部　看護管理課 主査 伊富貴　初美

看護部　教育研修課 教育係長 芝山　富子

血液事業本部

経営企画部 参事 宮本　行孝

経営企画部 参事 白木　裕仁

血液事業本部　技術部 品質保証課長 平　力造 ○

（令和２年１月28日時点）

事務局

部署 職名 氏名

事業局 局長 堀　乙彦

救護・福祉部 参事監 軽部　真和

救護・福祉部 次長 相澤　達也

救護・福祉部 主幹 福永　直樹

救護・福祉部　救護課 救護課長 山本　孝幸

救護・福祉部　救護課 救護係長 原田　康将

救護・福祉部　防災業務課 計画係長 山内　友和

（令和２年２月28日時点）
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■	 事業分野別の対応
救護・社会活動や医療事業、血液事業を中心に、新型コロナウイルス感染症により生じた医

療・救護ニーズに対応した（第２章「新型コロナウイルス感染症への対応」、第３章「様々な
ニーズに対する日本赤十字社の対応」を参照）。また、各事業分野はコロナ禍においても既存
事業を継続した（第５章「コロナ禍における通常事業の継続」を参照）。各事業分野の活動を
コーポレート部門が人事や財政面から支えた（第５章「コロナ禍における通常事業の継続」を
参照）。事業分野別の対応に関する詳細は主に以下の第２章「新型コロナウイルス感染症への
対応」から第６章「将来のパンデミック対応に向けて」に記述する。
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４．名誉総裁のご動静
発生初期は新型コロナウイルス感染症の知見が限られていたこともあり、感染リスク回避の観

点から、日本赤十字社の名誉総裁である皇后陛下の行啓を仰ぐことはもとより、職員が直接ご報
告を申し上げる事もかなわない状況が続いていた。このため、まずは日本赤十字社の活動につい
て資料でご報告申し上げていた。
その後、ウイルスの特徴が科学的に明らかになるにつれて、政府の見解を踏まえた感染対策を

行えるようになったことから、社長、副社長が御所にて、新型コロナウイルス感染症への日本赤
十字社の対応状況についてご進講を行ったほか、オンラインにて、現場の状況をご視察いただい
た。
それぞれの機会で、天皇皇后両陛下から、医療従事者をはじめとして、対応に当たる全ての関

係者に対して、温かいねぎらいと励ましのお言葉をいただいた。

■	 名誉総裁皇后陛下からのお言葉
例年であれば、名誉総裁皇后陛下に、日本赤十字社の活動に関するご進講の機会を頂くとこ

ろ、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大していたことから、ご進講は取りやめとなった。
このため、令和２年２月28日に、日本赤十字社の最近の活動を収載した資料（「日本赤十字社
の最近の主な動き」及び「新型コロナウイルス感染症への日本赤十字社の対応状況」）をお届
けした。
令和２年３月26日に宮内庁侍従長を通じて名誉総裁皇后陛下から大塚社長あてお言葉を賜っ

た。お言葉は、各都道府県支部・施設を通じて全国の赤十字職員、ボランティア等に伝えられ
た。

令和２年４月８日付事務連絡

標記感染症にかかる日本赤十字社の対応について、令和２年３月26日に宮内庁侍従長を通じ
て名誉総裁皇后陛下から大塚社長あて以下にありますようなお言葉を賜りましたことをお知ら
せします。
皇后陛下は、国内における新型コロナウイルス感染拡大の現状を深く心配されるとともに、

国民の健康確保に努める赤十字の活動に強いご関心を示され、そのうえで、支援活動に従事す
る医療施設の職員等をはじめ、赤十字関係者へのねぎらいと健康に対するお気遣いのお言葉を
賜りました。

名誉総裁皇后陛下が赤十字の活動に寄り添ってくださり、張り詰めた緊張感の中で日々の業
務にあたっている職員、ボランティアにとって、大変ありがたく、また、勇気づけられるもの
だった。

■	 令和２年ご進講
新型コロナウイルス感染症が全国的に拡大するなか、日本赤十字社としては、クルーズ船へ

の救護活動を始めとして、全国の赤十字病院による患者の受け入れを行っていた。また、外出
の規制に伴う献血者の激減とその対応なども行っており、これらの活動は広く報道されてい
た。
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５月は、例年であれば全国赤十字大会を開催して、名誉総裁である皇后陛下並びに名誉副総
裁である各妃殿下のご臨席を賜り、日頃功績のある個人や法人に対して感謝の意を示すとこ
ろ、感染拡大防止の観点から中止が決定されていた。新型コロナウイルス感染症に対する日本
赤十字社の活動をご報告申し上げる機会を賜るべく、ご進講の場の設定に向けて調整がなされ
た。

ご進講に至るまでの間のご報告状況

日付 日本赤十字社の対応

令和２年２月28日 「日本赤十字社の最近の主な動き」及び「新型コロナウイルス感染症への日本赤
十字社の対応状況」の資料送付

令和２年４月22日 「新型コロナウイルス感染症への日本赤十字社の対応状況」の資料送付

令和２年５月20日 ご進講（ご進講後に記者会見を実施）

令和２年５月20日、天皇皇后両陛下へのご進講のため、大塚社長、富田副社長が御所を訪問
し、新型コロナウイルス感染症対応に取り組む日本赤十字社の活動について、ご報告申し上げ
た。

ご進講当日の様子

令和２年５月20日、天皇皇后両陛下へのご進講のため、大塚社長と富田副社長が御所を訪問
しました。この度のご進講は、新型コロナウイルス感染症の発生時から現在までの、日本赤十
字社の活動をご報告するために実現したものです。奇しくも当日は、全国赤十字大会の開催が
予定されていた日でした。

大塚社長からは、２月に横浜港に着岸したクルーズ船の乗客・乗員に対する日本赤十字社の
救護活動、全国に展開する赤十字医療施設の取り組み、緊急事態宣言下での外出規制に伴う献
血者の激減とその対応、こころの健康を保つための啓発活動などが、報告されました。

両陛下におかれては、報告を熱心にお聞きになり、医療従事者や日本赤十字社職員へのねぎ
らいのお言葉を賜りました。

（出所）日本赤十字社ウェブサイトより引用

ご進講に対して賜ったお言葉

（天皇陛下）
今日はお忙しいところ時間をとっていただきありがとうございます。新型コロナウイルス感

染症の発生以来、日本赤十字社の職員を始め多くの医療従事者の皆さんが、自らの感染の危険
も顧みず、大勢の患者さんの命を救うため、また、感染の拡大を防ぐため、日夜、大変な尽力
をされてきていることに深い敬意と感謝の気持ちを表します。日本赤十字社も、大塚社長以
下、この間様々な困難に直面されてきたことと思います。
最近では、これまでの医療従事者の皆さんの献身的なご尽力と国民の協力により、国内の一
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定の地域で、事態の改善が認められています。国内で退院などをされた患者さんも一万人を超
えたと聞いております。然しながら、このウイルスをめぐる困難な状況は今後も続くことが予
想されます。
特に、医療物資が不足する中、医療に従事される皆さんには、大変なご苦労を重ねられてき

ていることと思います。また、このような状況が長期化する中、皆さんのお疲れもいかばかり
かと案じていますし、心ない偏見に遭う方もおられると聞き心配しています。
これからも、私たち皆が、この感染症の克服に向けて、心を一つにして力を合わせ、困難な

状況を乗り越えていくことが大切だと思います。
新型コロナウイルスと闘っている医療従事者の皆さんに、改めて心から感謝の意を表します

とともに、皆さんには、今後ともくれぐれも体に気をつけてお仕事を続けられるよう願ってい
ます。

（皇后陛下）
日本赤十字社の皆さんには、新型コロナウイルス感染症の発生以来、その対応のため、大変

な毎日を過ごしてこられたことと思います。特に、医療現場で働かれる皆さんには、危険も伴
う大変重い任務を担ってこられました。皆さんの懸命な医療活動は、多くの患者さんの命を
救ってこられたものと思います。
これまで医療活動に献身的に力を尽くしてこられている方々、そして、その方々を支えられ

ているご家族や周囲の方々に、陛下とご一緒に心からのお礼の気持ちをお伝えしたいと思いま
す。
これからも、まだ厳しい状況が続くことが案じられます。日本赤十字社の皆さんを始め、医

療に従事される皆さん方には、くれぐれもお体を大切にされながら、これからも多くの方の力
になり、この大切なお務めを無事に果たしていかれますよう、心から願っております。

（出所）宮内庁ウェブサイト「新型コロナウイルスに関するご発言」より引用

ご進講後の記者会見はカメラ１台、宮内記者会の記者６人までを条件に、代表取材の案内を
した。
当日は、感染対策を講じた上で、本社内会議室にて、カメラ１社（NHK）、記者６社（朝日

新聞、産経新聞、北海道新聞、NHK、日本テレビ、フジテレビ）に取材いただいた。

■	 オンラインご視察
新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、令和２年全国赤十字大会は中止となっ

た。名誉総裁皇后陛下に赤十字の活動を知っていただく機会が少なくなる中、オンラインご視
察に向けた調整が進められた。
令和２年11月18日、オンラインで赤坂御所と各地の赤十字病院（日本赤十字社医療セン

ター、北見赤十字病院、福島赤十字病院、沖縄赤十字病院）をつないで、天皇皇后両陛下に新
型コロナウイルス感染症に最前線で立ち向かう医療従事者から報告を申し上げた。
大塚社長からの概要説明の後、全国91の赤十字病院を代表して東京・北海道・福島・沖縄の

各赤十字病院の院長はじめ関係者がご説明を差し上げた。両陛下は、途中メモを取られるなど
して、医療の現場や各地域の状況などについて質問をされた。
天皇陛下からは、医療従事者への感謝とともに、「大変なことも多いかと思いますが、お体

に気をつけて従事していただければと思います」とねぎらいのお言葉をいただき、皇后陛下か
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らは、「皆様が力を尽くされていることに敬意を表します」とのお言葉をいただいた。
コロナ禍における日本赤十字社の活動をご理解いただける機会をいただき、赤十字病院のみ

ならず、全国の医療従事者等が両陛下のお心に触れ励まされた。

当日のプログラム

時刻 実施内容

15：05 開始、社長から冒頭説明

15：14 日本赤十字社医療センター御視察（院長による報告、ビデオ放映、ご懇談）

15：47 休憩

16：13 北見、福島、沖縄各赤十字病院を順にご視察（院長による報告、ご懇談）

17：17 終了（オンラインご視察後、記者会見を実施）

オンラインご視察後の記者会見では、４協会（テレビニュース映画協会、日本雑誌協会、東
京写真記者協会、外国通信社）のカメラ計８台、宮内記者会の記者15人までを条件に、代表取
材の案内をした。
当日は、感染対策を講じた上で、日本赤十字看護大学内広尾ホールにて、テレビニュース

映画協会のカメラ２社（日本テレビ、毎日映画社）、記者15社（宮内記者会所属の各社１人ず
つ）に取材いただいた。

■	 令和４年ご進講
令和４年５月９日、天皇皇后両陛下へのご進講のため、大塚社長、富田副社長が御所を訪問

し、日本赤十字社の活動状況について、ご報告申し上げた。

■	 令和４年全国赤十字大会へのご臨席
名誉総裁である皇后陛下並びに名誉副総裁である秋篠宮皇嗣妃殿下、
寬仁親王妃信子殿下、高円宮妃久子殿下のご臨席のもと、令和４年５月19日、感染拡大防止

の措置を講じたうえで、コロナ禍で初となる全国赤十字大会が開催された。
名誉総裁皇后陛下は赤十字の活動を支援してくださる個人および法人の代表に有功章を授与

され、大会後は関係者にお声をおかけになられた。
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上：赤十字大会へのご臨席
左：感染対策を講じて赤十字大会を開催、右：距離を取ったお声がけ

� ©日本赤十字社

　　　　　　　　　　　　　　　　　©日本赤十字社� ©日本赤十字社

カ．令和４年フローレンス・ナイチンゲール記章授与式へのご臨席
令和４年８月10日、名誉総裁である皇后陛下並びに名誉副総裁である秋篠宮皇嗣妃殿下、寬

仁親王妃信子殿下、高円宮妃久子殿下のご臨席のもと、コロナ禍で初となる令和４年（第48
回）フローレンス・ナイチンゲール記章授与式が開催された。

フローレンス・ナイチンゲール記章の授与

� ©日本赤十字社
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左：受賞者２名（左から藤田千代子さん、苫米地則子さん）
右：クルーズ船での救護活動について紹介する苫米地則子さん

� ©日本赤十字社

世界中の看護師にとって最高の栄誉「フローレンス・ナイチンゲール記章」。日本からは苫
米地則子さん（日本赤十字社医療センター）と藤田千代子さん（ペシャワール会）が受章し
た。苫米地さんは最初期の新型コロナウイルス感染症への対応及び多年にわたる国際救護活動
での功績が、藤田さんはイスラム文化圏での看護活動及び現地女性スタッフの育成に尽力した
功績が認められた。

フローレンス・ナイチンゲール記章とは

1907年にロンドン（英）で開催された第８回赤十字国際会議および1912年にワシントン
（米）で開催された第９回赤十字国際会議の決議により、各国赤十字社からの寄付によって
『フローレンス・ナイチンゲール基金』が設立され、看護の質向上に貢献したフローレンス・
ナイチンゲールの生涯と活動において示された精神を称え『フローレンス・ナイチンゲール記
章』を創設した。
各国赤十字社・赤新月社は、資格要件を満たす候補者を赤十字国際委員会（International 

Committee of the Red Cross：ICRC、以下「ICRC」）あて推薦し、ICRCは各国から集まっ
た候補者について審議・選考を行い、２年に１度、フローレンス・ナイチンゲールの生誕記念
日である５月12日に最大50人の受章者を決定している。

なお、第１回の記章授与は、フローレンス・ナイチンゲールの生誕100周年にあたる1920年
（大正９年）に行われた。
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新型コロナウイルス感染症への対応

第2章
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新型コロナウイルス感染症 
への対応

１．クルーズ船乗客乗員等対応
（１）	概要

発生当初の新型コロナウイルス感染症は、有効な治療法が確立されていなかったが、重症急
性呼吸器症候群（SARS）や中東呼吸器症候群（MERS）の経験を踏まえ、潜伏期間を含めた
新型コロナウイルスに曝露した人の移動制限・隔離が感染の封じ込めに有効であると考えられ
た。
令和２年１月時点では、国内の新型コロナウイルス感染症の患者（以下「コロナ患者」）の

発生は帰国者に限られており、中国湖北省武漢市からの帰国者を介した感染拡大に対して国民
の不安があったため、武漢市からの帰国者については、全数検査と隔離による水際対策が取ら
れた。
また、クルーズ船については、乗客乗員への船上検疫の結果、多数の陽性者が確認されたた

め、陽性者については入院治療を行うこと、また、陽性の確認はされていないが基礎疾患を有
するなどリスクの高い人は下船し、一時滞在施設とされた税務大学校（埼玉県和光市）におい
て、その他の人は船内で一定期間の健康観察を行うこととなった。
日本赤十字社は、国や県の要請に基づき、①クルーズ船の乗客乗員等対応、②一時滞在施設

へ移動した人等への対応、③赤十字病院での受け入れなどを行った。活動時期は、令和２年２
月６日～令和２年４月３日である。

■	 武漢市からの帰国者対応
令和２年１月末、「武漢市を始めとする中国・湖北省において厳格な移動制限措置が取られ

たことを受けて、日本政府は、同地域に滞在する日本人の出国を支援するため、他国に先駆け
て武漢に計５便のチャーター機を派遣し、帰国を希望する全ての日本人及びその家族828人の
早期帰国を実現した。」（引用：外務省「外交青書・白書2021」巻頭特集）
武漢市からの帰国者に対しては、政府によって全数検査と隔離の方針が決定され、必要な

PCR検査等が行われた。帰国者のうち陽性と判明した15人の入院治療が行われた。第１便の
帰国者の隔離措置については、民間のホテルでの受け入れが調整され、第２便以降の帰国者に
ついては、税務大学校（埼玉県和光市）その他の公共施設において、２週間の健康観察が行わ
れた。
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武漢市からの帰国者数推移

帰国日 帰国者数

第１便 令和２年１月29日 206人

第２便 令和２年１月30日 210人

第３便 令和２年１月31日 149人

第４便 令和２年２月７日 198人

第５便 令和２年２月17日 65人

合計 828人

（出所）内閣官房「新型コロナウイルスに関連した感染
症について関係省庁における対応状況一覧」令
和３年５月31日より作成

令和２年２月17日に武漢市から第５便のチャーター便で帰国した日本人のうち、到着時に陰
性だった63人は宿泊施設に隔離措置となったが、令和２年３月２日のPCR検査において、全
員の陰性が確認されたため対応が終了した。

PCR検査等実施結果

（出所）厚生労働省ウェブサイト「報道発表一覧（新型コロナウイルス｟チャーター便、クルーズ
船関連｠）」より引用

■	 クルーズ船対応
令和２年２月２日、香港政府の国際保健規則に則った通報によって、令和２年１月25日に香

港でクルーズ船を下船した乗客が、新型コロナウイルス感染症に感染していたことが判明し
たため、令和２年２月３日、横浜港に寄港した際に船上検疫が実施され、有症状者を中心に
PCR検査等を実施し、複数の陽性者が判明した。感染が確認された乗客乗員の一部について
は、検疫法第５条第３号に基づき医療機関へ搬送して入院措置が取られた。判明した陽性者数
を踏まえ、船内における新型コロナウイルス曝露者は多いものと考えられた。しかし、複数の
乗客乗員を隔離する施設が用意できなかったことから、リスクが高い人などを除く無症状の乗
客乗員は、船内待機のうえ健康観察を継続することとなった。
WHOが健康観察の対象期間を14日間としていたこと、また、国立感染症研究所が「武漢市

からのチャーター機（第１便から第３便まで）のPCR検査の結果（540人が陰性、陽性の１人
についてもウイルス検出量は陰性に近いレベル）を踏まえ、14日間の健康観察期間中に発熱そ
の他の呼吸器症状が無く、かつ、観察期間中に受けたPCR検査の結果が陰性であれば、期間
経過後に公共交通機関等を用いて移動しても差し支えない」との見解を示したことから、令和
２年２月19日、検疫法第５条第１号に基づいて条件を満たしたクルーズ船の乗客について、検
疫所長から上陸が許可され下船することとなった。
令和２年２月20日から同月23日の間に行われた検査で陽性となった無症状病原体保有者の受
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け入れについては、藤田医科大学（愛知県豊明市）が国からの要請を令和２年２月25日に受諾
し、搬送を受け入れたことにより令和２年３月１日に全ての乗客乗員の下船が完了した。

クルーズ船PCR検査結果

（出所）厚生労働省ウェブサイト「横浜港で検疫中のクルーズ船の乗客・乗員に係る新型コロナウイルス感
染症PCR検査結果について」令和２年３月５日より引用

令和２年２月１日の那覇港出港時点の乗客乗員数は3,711人であり、日本国籍は1,341人、外
国籍は2,370人であった。また、PCR検査の結果、陽性と判明した人は712人、このうち331人
が無症状病原体保有者（この結果には、各国が用意したチャーター機の帰国者40人を含む）、
陽性と判明した人のうち、退院等は659人、死亡は13人であった。
なお、本件はWHOの各国発生状況の報告において、日本国内の発生件数とは別に扱われて

いる。

クルーズ船PCR検査結果陽性者

（出所）厚生労働省ウェブサイト「報道発表一覧（新型コロナウイルス｟チャーター便、クルーズ船関連｠）」
より引用


